
ブロック塀等安全対策事業における業者選定イメージ
従来の取扱い
入札等

入札又は3者以上から見
積書徴取により業者選定
契約予定額の決定

計画調書
提出 内定

交付申請書
提出 交付決定 契約

（年度内）

入札等により決定した
金額に基づき提出

(例)
A社 500万円、B社 450万円
C社 470万円
➡B社を選定
契約予定額 450万円

• 採択理由書に見積書を添
付（A社、B社、C社）

• 補助対象額 450万円 と
して計上

• 内定額
225万円

(450万円/2)

• 交付申請額
225万円

(450万円/2)

• 交付決定額
225万円

(450万円/2)

• 契約額
450万円

実績報告

• 報告額
225万円

参考見積書
徴取

１者から参考
見積書を徴取

計画調書
提出 内定

交付申請書
提出 交付決定

参考見積書に
基づき提出

(例)
A社 450万円
参考見積額 450万円

• 採択理由書不要
• 補助対象額
450万円 として
計上

• 内定額
225万円

(450万円/2)

• 交付申請額
225万円

(450万円/2)

• 交付決定額
225万円

(450万円/2)

• 契約額
390万円

実績報告

• 報告額
195万円

(390万円/2)

今回の取扱い

入札等（※）

入札又は3者以上から見
積書徴取により業者選定
契約予定額の決定
A社 420万円
B社 390万円
C社 450万円
D社 430万円
➡B社を選定
契約予定額
390万円

（留意点等）
入札等を行う場合、計画調書提出時の参考見積書の工事区分・工種・種別・数量等は同じものとすること。
参考見積書を徴取する場合、参考見積もりであることを明らかにすること。

参考見積書を徴取した業者を入札等の参加者に含める場合、当該者が有利にならないよう当該者に示した工事
条件等を当該者以外へも提示したり、見積もり期間を確保したりする等、競争性・公平性の担保に努めること。

別紙

※入札等の時期が交付申請書提出よりも前となる場合は、交付申請書に業者選定後の金額を記入して申請すること。

契約
（年度内）

報告額は交付
決定額が上限
※実績報告書に
採択理由書、
採択・不採択の
入札書等（写）
を添付


